










































（Reporters without Borders「World Press Freedom 
Index2014」より著者作成）
＊  清水真氏は 2016 年 1 月急逝されました。ここに謹んで故人のご冥福をお祈りいたします。また、本稿の最終校正を
お引き受けいただいた鈴木賀津彦氏（昭和女子大学現代ビジネス研究所研究員、東京新聞編集局読者応答室長）に、
この場を借りて深くお礼を申し上げます。（『応用社会学研究』編集担当）































『朝日新聞』約 827 万部、『毎日新聞』約 400 万
部、『日本経済新聞』約 302 万部、産経新聞 213
万部、ブロック紙の『中日新聞』は約 275 万部、
『北海道新聞』は約 122 万部。県紙では『新潟日
報』約 49 万部、『山梨日日新聞』約 21 万部、『静
















































































































































































































る。2015 年 12 月に紙面改訂を行った結果、基本
8 ページ建てとなり、料金は一部売りが税込 100
円、月額購読料は、電子版がセットされて 2,080


































紙『茨城新聞』は 3,731 部、『東京新聞』が 1,184
部となっており、全国紙では『読売新聞』が
20, 083 部、次いで『朝日新聞』14, 371 部、『毎日
新聞』9, 450 部、『日経新聞』4, 506 部、『産經新
聞』2, 149 部である【表 1】。『常陽新聞』は、推
【図5】常陽新聞社組織図（楜澤氏へのインタビューより著者作成）
【表1】つくば市における新聞発行部数とシェア（2015年 4月時点）
常陽新聞 茨城新聞 読売新聞 朝日新聞 毎日新聞 産経新聞 日経新聞 東京新聞 合計
発行部数 4,000 3,731 20,083 14,371 9,450 2,149 4,506 1,184 59,474
シェア 6.7% 6.3% 33.8% 24.2% 15.9% 3.6% 7.6% 2.0% 100.00%
【出典】常陽新聞の発行部数は推定。その他は（ABC協会：2015）




部数を基にすれば、『常陽新聞』が 6. 73% であ
る。県紙『茨城新聞』は 6. 27%、『東京新聞』が
1. 99% となっており、全国紙では『読売新聞』

















































プが発足した 2015 年 1 月 31 日を始点とした。ま
た分析対象の終点を 2015 年 9 月 12 日とした。市
原健一つくば市長が住民投票の結果を受けて計画




















新聞』がストレート記事 40 本、企画記事 14 本
の合計 54 本。『読売新聞』がストレート記事
34 本、企画記事 2 本の合計 36 本。『茨城新聞』
がストレート記事 38 本、企画記事 11 本の合
計 49 本。『常陽新聞』はストレート記事 71 本、
企画記事 34 本の合計 105 本と、「ストレート記
事」「企画記事」いずれにおいても、『常陽新
聞』の記事掲載が最も多かった【表 2】【図 8】。










（2015 年 1 月 31 日〜9 月 12 日）
【表2】つくば市の運動総合公園をめぐる住民投票に関する記事数
（2015 年 1 月 31 日〜9 月 12 日）
ストレート記事 企画記事 記事合計
『朝日新聞』 40 14 54
『読売新聞』 34 2 36
『茨城新聞』 38 11 49
『常陽新聞』 71 34 105





公園計画」）の 2 月１日であった。2 月 4 日
には『朝日新聞』（「住民投票求め署名活動」）





　　 　他方『常陽新聞』の初動は 2 月 16 日付け
の「直接請求へ初の街頭署名へ　住民投票
条例求め」に始まったが、力が入ったのは 3












投票を求める 1 万 1700 人分の署名が提出さ

























































































関する住民説明会の「開始」（5 月 21 日付
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を実施し 7 月 30 日付紙面で、8 月 1 日紙面
では、懇談会 17 会場での意見や質疑応答要
旨を掲載した。





















取り上げた。『朝日新聞』は 8 月 5 日付けの
「天声人語」がこの問題を取り上げた。




























































































2） 『毎日新聞』2015 年 6 月 18 日付け「安保法案閣議














畑仲 哲雄・林 香里, 2012, 「『地域ジャーナリズム』と
いう事業 ─ SNSに取り組んだ地方紙 7 社への調査
から ─」杉本星子編『情報化時代のローカル・コ
ミュニティ ─ ICTを活用した地域ネットワークの
構築 ─ 』国立民族学博物館調査報告 106, 147-17







2015 年 6 月号』
日本ＡＢＣ協会, 2015, 『新聞発行社レポート 半期・普
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